
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
二
年
政
令
第
四
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
の
二
第
三
項
の
表
第
二
十
七
条
の
四
第
十
七
項
第
三
号
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

第
二
十
七
条
の
六
第
一
項

法
人
又
は

法
人
（
法
人
税
法
第
四
条
の
三
に
規
定
す

る
受
託
法
人
を
除
く
。）又
は

（
当
該

（
法
人
税
法
第
四
条
の
三
に
規
定
す
る
受

託
法
人
及
び
当
該

に
は
、

に
お
け
る

第
二
十
七
条
の
六
第
一
項
第

二
号

該
当
し
な
い

該
当
せ
ず
、
又
は
法
人
税
法
第
四
条
の
三

に
規
定
す
る
受
託
法
人
に
該
当
す
る

令和年月日 月曜日 (号外特第号)官 報

第
三
条
の
三
第
八
項
中
「
第
一
種
少
額
電
子
募
集
取
扱
業
者
」
の
下
に
「
及
び
同
法
第
二
十
九
条
の
四
の
四
第
七
項

に
規
定
す
る
非
上
場
有
価
証
券
特
例
仲
介
等
業
者
」
を
加
え
る
。

第
五
条
の
三
第
八
項
中
「
、
第
十
条
の
五
の
六
第
七
項
か
ら
第
九
項
ま
で
」
を
削
る
。

第
五
条
の
五
の
二
第
一
項
中
「
二
千
万
円
」
を
「
一
億
円
」
に
改
め
る
。

第
五
条
の
六
の
五
を
削
る
。

第
五
条
の
六
の
六
の
見
出
し
中
「
事
業
適
応
設
備
」
を
「
生
産
工
程
効
率
化
等
設
備
」
に
、「
場
合
等
」
を
「
場
合
」

に
改
め
、
同
条
第
一
項
か
ら
第
四
項
ま
で
を
削
り
、
同
条
第
五
項
中
「
第
十
条
の
五
の
六
第
九
項
」
を
「
第
十
条
の
五

の
五
第
三
項
」
に
改
め
、「
並
び
に
法
第
十
条
の
五
の
六
第
七
項
及
び
第
八
項
の
規
定
に
よ
る
控
除
を
す
べ
き
金
額
」
及

び
「
及
び
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
る
控
除
を
す
べ
き
金
額
」
を
削
り
、「
同
条
第
九
項
」
を「
法
第
十
条
の
五
の
五
第
三
項
」

に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
一
項
と
し
、
同
条
第
六
項
中
「
第
十
条
の
五
の
六
第
九
項
第
一
号
」
を
「
第
十
条
の
五
の
五

第
三
項
第
一
号
」
に
、「
同
条
第
五
項
」
を
「
同
条
第
一
項
」
に
、「
同
条
第
九
項
第
二
号
ロ
」
を
「
同
条
第
三
項
第
二
号

ロ
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
二
項
と
し
、
同
条
第
七
項
中
「
第
三
項
又
は
」
を
削
り
、
同
項
を
同
条
第
三
項
と
し
、

同
条
を
第
五
条
の
六
の
五
と
す
る
。

第
五
条
の
七
第
二
項
中
「
、
第
十
条
の
五
の
五
第
七
項
及
び
第
十
条
の
五
の
六
第
十
四
項
」
を
「
及
び
第
十
条
の
五

の
五
第
八
項
」
に
改
め
る
。

第
六
条
の
三
第
一
項
各
号
中
「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
条
第
四

項
中
「
、
デ
ザ
イ
ン
業
」
を
削
り
、
同
条
第
五
項
第
一
号
ロ
中
「
、
卸
売
業
及
び
デ
ザ
イ
ン
業
」
を
「
及
び
卸
売
業
」

に
改
め
、
同
項
第
二
号
ニ
を
削
り
、
同
号
ホ
を
同
号
ニ
と
し
、
同
条
第
八
項
並
び
に
第
十
四
項
第
二
号
及
び
第
三
号
中

「
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
条
第
十
九
項
中
「
。
第
二
十
一
項
及
び

第
二
十
三
項
に
お
い
て
同
じ
」
を
削
り
、
同
条
第
二
十
一
項
中
「
情
報
サ
ー
ビ
ス
業
等
」
の
下
に「（
情
報
サ
ー
ビ
ス
業

そ
の
他
の
財
務
省
令
で
定
め
る
事
業
を
い
う
。
第
二
十
三
項
に
お
い
て
同
じ
。）」
を
加
え
る
。

第
十
条
第
二
号
を
削
り
、
同
条
第
三
号
を
同
条
第
二
号
と
す
る
。

第
十
六
条
の
二
第
一
項
中
「
農
用
地
等
（
法
第
二
十
四
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
農
用
地
等
を
い
う
。）」
を
「
次

に
掲
げ
る
固
定
資
産
」
に
改
め
、
同
項
に
次
の
各
号
を
加
え
る
。

一

農
業
経
営
基
盤
強
化
促
進
法
（
昭
和
五
十
五
年
法
律
第
六
十
五
号
）
第
四
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
農
用

地
で
法
第
二
十
四
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
地
域
計
画
の
区
域
に
お
い
て
当
該
個
人
の
利
用
が
見
込
ま
れ
る
も

の
（
当
該
農
用
地
に
係
る
賃
借
権
を
含
む
。）

二

法
第
二
十
四
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
農
業
用
機
械
等

22

受
託
事
業
者
（
消
費
税
法
第
十
五
条
第
三
項
に
規
定
す
る
受
託
事
業
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）

に
つ
い
て
の
前
各
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
信
託
の
併
合
は
合
併
と
み
な
し
、
信
託
の
併
合
に
係
る
従
前
の

信
託
で
あ
る
法
人
課
税
信
託
（
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
法
人
課
税
信
託
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）

に
係
る
受
託
事
業
者
は
被
合
併
法
人
に
含
ま
れ
る
も
の
と
、
信
託
の
併
合
に
係
る
新
た
な
信
託
で
あ
る
法
人
課
税
信

託
に
係
る
受
託
事
業
者
は
合
併
法
人
に
含
ま
れ
る
も
の
と
し
、
信
託
の
分
割
は
法
人
の
分
割
と
み
な
し
、
信
託
の
分

割
に
よ
り
そ
の
信
託
財
産
の
一
部
を
受
託
者
を
同
一
と
す
る
他
の
信
託
又
は
新
た
な
信
託
の
信
託
財
産
と
し
て
移
転

す
る
法
人
課
税
信
託
に
係
る
受
託
事
業
者
は
分
割
法
人
に
含
ま
れ
る
も
の
と
、
信
託
の
分
割
に
よ
り
受
託
者
を
同
一

と
す
る
他
の
信
託
か
ら
そ
の
信
託
財
産
の
一
部
の
移
転
を
受
け
る
法
人
課
税
信
託
に
係
る
受
託
事
業
者
は
分
割
承
継

法
人
に
含
ま
れ
る
も
の
と
す
る
。

財
務
大
臣

加
藤

勝
信

内
閣
総
理
大
臣

石
破

茂

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
七
年
三
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

石
破

茂

政
令
第
百
二
十
七
号

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
七
年
法
律
第
十
三
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
同
法
附

則
及
び
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

国
税
通
則
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
七
年
三
月
三
十
一
日

内
閣
総
理
大
臣

石
破

茂

政
令
第
百
二
十
六
号

国
税
通
則
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
七
年
法
律
第
十
三
号
）
の
一
部
の
施
行
に
伴
い
、
及
び
国

税
通
則
法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
六
号
）
第
百
二
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

国
税
通
則
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
七
年
政
令
第
百
三
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
三
条
第
二
項
第
二
号
中
「
第
百
四
十
五
条
の
五
」
を
「
第
百
四
十
五
条
の
十
三
」
に
改
め
る
。

第
四
十
一
条
第
一
項
第
三
号
ロ
中
「
課
税
標
準
国
際
最
低
課
税
額
」
の
下
に
「
、
同
法
第
八
十
二
条
の
十
二
第
一
項

（
課
税
標
準
）
に
規
定
す
る
内
国
法
人
に
係
る
課
税
標
準
国
際
最
低
課
税
残
余
額
、
同
法
第
八
十
二
条
の
二
十
第
一
項

（
課
税
標
準
）
に
規
定
す
る
内
国
法
人
に
係
る
課
税
標
準
国
内
最
低
課
税
額
、
同
法
第
百
四
十
五
条
の
三
第
一
項
（
課

税
標
準
）に
規
定
す
る
外
国
法
人
に
係
る
課
税
標
準
国
際
最
低
課
税
残
余
額
及
び
同
法
第
百
四
十
五
条
の
七
第
一
項（
課

税
標
準
）
に
規
定
す
る
外
国
法
人
に
係
る
課
税
標
準
国
内
最
低
課
税
額
」
を
加
え
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
令
和
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

財
務
大
臣

加
藤

勝
信

内
閣
総
理
大
臣

石
破

茂


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